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令和６年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了し た。 見直し や改善を行い最善に近い。 （ 進捗率71～100％）

施策の見直し 、 改善等の検討余地がある 。 （ 進捗率31～70％）

施策を検討し たが効果が上がら ない。 遅れている 。 未実施。 （ 進捗率0～30％）節名 第２節_確かな学力と自立する力の育成

施策名 施策１_学力の向上

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　子どもたちが確かな学力を身に付け、社会で自立して生きていくため
の基礎となる力が育まれています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

0 094

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

31,775 28,484

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

28,390

一般財源

・就学援助費制度により、公立の小学校又は中学校に在学する児童生徒で、経済的に支援が必
要な保護者等に対し、就学のために必要な経費の一部を支給することにより、経済的負担の軽
減を図り、就学を支援した。

施策を取り巻く
環境の変化につ
いて

・認定者の割合は、近年、7％前後で推移し、増加傾向となっており、制度の必要性が高まっ
ている。
・町内の児童生徒数は減少傾向にある。

施策達成度
の理由
（施策に対する
令和６年度の実
績及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・ひとり親世帯の家庭から毎年一定数の申請がある。また、家庭状況の変化により、経済状
況が急変することもあり、支援へのニーズが高まっている。

・全児童生徒、保護者に対して就学援助費制度の案内を配布することで、経済的援助を必要
とする世帯に周知を行い、適切に支援をすることができた。
・学校と連携し、周知、申請事務等円滑に行うことができた。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・経済的に援助が必要となる理由や世帯状況が、各家庭によりさまざま、かつ複雑になって
いる。また、経済状況が急変した場合、適切な支援が必要となることから、各学校や子育て
支援課等との情報連携が重要となっている。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

令和5年度実績

● 児童生徒の学習状況を把握し、きめ細かな指導をより一層推進することにより、一人ひ
とりの学力を伸ばします。
● 今後の時代を見据えた教育課程の改訂（英語、道徳、情報プログラミング等）に対応す
るために教職員の資質・能力向上を図る研修に取組みます。
● 英検受検補助事業を推進し、受検・取得の支援を行うとともに、小・中学校の英語教育
の充実を一層図り、英語能力の向上を図ります。
● ICT リテラシーを育む教育を推進するために計画的に環境整備を進めます。
● 中学生が多様な職種を体験することができるよう、中学生社会体験チャレンジ事業の協
力事業所の新規開拓に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

・情報発信の推進の観点から、在校生や新入学生の全保護者に学校を通じて周知した
ほか、ホームページや広報いなに掲載して町全体への周知も行った。

・保護者が、安心して児童生徒を就学させることができるよう、適切な支援を継続する。
・近年の物価高騰等、社会の動向の変化や他自治体の取組み状況を参考に、必要に応
じて支給金額の見直しや支給項目追加を検討する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績
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・情報発信の推進の観点から、中学校を通じ、対象となる中学３年生の生徒を持つ家庭
に案内を配布したほか、ホームページやSNS、広報いなに記事を掲載して町民全体への
周知を行った。

・保護者のニーズを調査し、申請期間の見直し等を検討する。
・連帯保証人の要件として、「県内に住所を有し１年以上居住している者であること」と、
定められているが、近隣市町村の状況を確認し、要件の緩和を検討する。併せて、高
校、大学の入学準備金が増額傾向にあるので、貸付金額の増額を検討する。
・「伊奈町奨学資金貸付条例」で貸付対象者は保護者と定めているが、成人年齢（１８歳）
の、取り扱いや解釈について、他自治体の動向など注視する必要がある。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

令和5年度実績

● 児童生徒の学習状況を把握し、きめ細かな指導をより一層推進することにより、一人ひ
とりの学力を伸ばします。
● 今後の時代を見据えた教育課程の改訂（英語、道徳、情報プログラミング等）に対応す
るために教職員の資質・能力向上を図る研修に取組みます。
● 英検受検補助事業を推進し、受検・取得の支援を行うとともに、小・中学校の英語教育
の充実を一層図り、英語能力の向上を図ります。
● ICT リテラシーを育む教育を推進するために計画的に環境整備を進めます。
● 中学生が多様な職種を体験することができるよう、中学生社会体験チャレンジ事業の協
力事業所の新規開拓に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

・高校または大学・専修学校への進学を希望する生徒の保護者で、経済的理由で進学が困難な
方を対象に、奨学資金貸付制度により入学準備金の無利子貸付を行い、学習意欲を持つ生徒を
支援した。
令和６年度実績：専修学校１件、私立高校２件（貸付金額８０万円）

施策を取り巻く
環境の変化につ
いて

・現在、保護者の収入格差が子どもの教育格差に繋がっていることが社会問題となっており、
進学に必要な経費を支援し、経済的負担を軽減し、教育の均等につながる事業は必要性が
増している。

施策達成度
の理由
（施策に対する
令和６年度の実
績及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・「伊奈町奨学資金貸付条例施行規則」により申請期間が毎年１２月と定められているが、私
立学校では秋までに合格発表が行われている事例も増えてきているため、保護者のニーズ
に合わせ、柔軟な対応が求められている。

・中学校３年生全員にお知らせを学校からメールし、ホームページ、SNSで広く周知した。ま
た、貸付対象者の審査、返済に関する相談対応等適切に処理を行った。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・社会情勢の変化や入学試験制度の多様化に対し、常に注視し、柔軟に対応できるよう事業
内容の見直しや検討が必要である。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

2,000 800

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

183

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 6170

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 施策３_進路指導・キャリ ア教育の充実

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　子どもたちが確かな学力を身に付け、社会で自立して生きていくため
の基礎となる力が育まれています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

令和６年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了し た。 見直し や改善を行い最善に近い。 （ 進捗率71～100％）

施策の見直し 、 改善等の検討余地がある 。 （ 進捗率31～70％）

施策を検討し たが効果が上がら ない。 遅れている 。 未実施。 （ 進捗率0～30％）節名 第２節_確かな学力と自立する力の育成
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・情報発信の推進の観点から、対象児童生徒の保護者に対し、個別に通知を行った。

・特別支援教育就学奨励費について、国の実施要領に基づき、対象の家庭を支援する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

令和5年度実績

● 児童生徒の学習状況を把握し、きめ細かな指導をより一層推進することにより、一人ひ
とりの学力を伸ばします。
● 今後の時代を見据えた教育課程の改訂（英語、道徳、情報プログラミング等）に対応す
るために教職員の資質・能力向上を図る研修に取組みます。
● 英検受検補助事業を推進し、受検・取得の支援を行うとともに、小・中学校の英語教育
の充実を一層図り、英語能力の向上を図ります。
● ICT リテラシーを育む教育を推進するために計画的に環境整備を進めます。
● 中学生が多様な職種を体験することができるよう、中学生社会体験チャレンジ事業の協
力事業所の新規開拓に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

・特別支援教育就学奨励費制度により、町立小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の
保護者に対し、就学のために必要な経費の一部を支給することにより、経済的負担の軽減を行
えた。

施策を取り巻く
環境の変化につ
いて

・特別支援学級に在籍する児童生徒数は増加傾向にあり、町内小中学校全校に特別支援学
級が設置され、障がいのある児童生徒の受入れ体制が充実してきている。

施策達成度
の理由
（施策に対する
令和６年度の実
績及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・町全体として、療育を必要とする児童を早期に支援に結び付ける体制が整いつつあること、
保護者が児童生徒の生活の自立に向けた支援を受入れる傾向にあることから、今後も特別
支援学級在籍児童生徒は増加すると考えられ、支援のニーズが高まることが想定される。

・学校と連携し、対象世帯に対し、個別に周知を行い、適切な支援を実施することができた。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・インターネットでの購入等、購入方法の多様化によって、領収書等の提出が困難となり、保
護者の負担につながるため、他自治体の取組状況を参考に支給額の算出方法等検討を行
う必要がある。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

3,440 2,021

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

1,012

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 01,009

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 施策５_特別支援教育の充実

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　子どもたちが確かな学力を身に付け、社会で自立して生きていくため
の基礎となる力が育まれています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

令和６年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了し た。 見直し や改善を行い最善に近い。 （ 進捗率71～100％）

施策の見直し 、 改善等の検討余地がある 。 （ 進捗率31～70％）

施策を検討し たが効果が上がら ない。 遅れている 。 未実施。 （ 進捗率0～30％）節名 第２節_確かな学力と自立する力の育成
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令和６年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了し た。 見直し や改善を行い最善に近い。 （ 進捗率71～100％）

施策の見直し 、 改善等の検討余地がある 。 （ 進捗率31～70％）

施策を検討し たが効果が上がら ない。 遅れている 。 未実施。 （ 進捗率0～30％）節名 第４節_質の高い学校教育を推進するための環境の充実

施策名 施策１_学校の組織運営の改善

ま
ち
づ

く
り
目
標
値

目指す姿

　学校施設の整備、改修が進み、また、保護者や地域との連携が一層
進み、児童生徒の安心・安全な教育環境となっています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

0 00

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

138,159 126,622

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

126,622

一般財源

・町立小中学校の学校運営や施設修繕及び樹木剪定等による環境整備については、学校現場
との連携を緊密にし、各学校の施設の状況や緊急性を考慮した対応に努めたことで、適切な教
育環境の確保に貢献した。

施策を取り巻く
環境の変化につ
いて

・学校施設の老朽化や近年の異常気象に対して、教職員自ら簡易的な補修や工夫を行うな
ど、教育活動への負担や維持管理費等は年々増加傾向にある。また、教育指導内容の変
更やICT教育の推進、少人数学級制度等への対応も今後も必要となってくる。

施策達成度
の理由
（施策に対する
令和６年度の実
績及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・学校は児童生徒が一日の大半を過ごす学習の場、生活の場であり、安心安全な教育施
設・環境の充実が望まれている。児童生徒を災害や事故等から未然に守るための対策が必
要とされる。

・消耗品の購入や学校施設の管理、設備の点検等、各校とも計画的に予算執行したことで
支障なく学校運営を行うことができた。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・各校の学校運営を円滑に行うには、施設や設備が老朽化しており、さらに年々施設等の傷
みも激しくなっており、早期改修が必要である。また、近年の光熱水費や燃料費、物価、人件
費等の高騰も考慮した予算編成や事業計画が必要である。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

令和5年度実績

● 学校運営の改善をより一層推進するために、学校運営協議会設置を促進する条件整備
を行っていく必要があります。
● 学校における働き方改革をより一層推進するために、保護者や地域の方との連携を
図っていく必要があります。
● 子どもたち自身が身の回りの危険に気づき、適切な対応がとれるよう、引き続き安全教
育に取組むとともに、地域の協力を得つつ、地域ぐるみでの安全対策に取組みます。
● 学校施設の老朽化が進んでおり、改修・修繕には多大な費用がかかるため、計画的に
老朽化対策を進めます。
● 今後必要性が高まるICT教育やプログラミング教育を充実するための体制づくりに努め
ます。
● 学校給食センターの設備について、計画的に更新・修繕を進めていますが、半数以上の
設備が老朽化していることから、引き続き計画的な更新・修繕が必要となっています。また、
設備の更新にあたっては、小学生が減少傾向にあることから、今後の供給量への適切な対
応を検討します。
● 学校給食の地場産物の調達については、年間を通じて安定的な調達が必要であり、J A
やアグリ推進課とさらに連携していく必要があります。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

(3)

令和4年度実績

(1)

(2)

・今後の児童生徒数は減少傾向にあるものの、学校施設・設備等の老朽化対策は必要
不可欠であり、バランスをとりながら事業を進める。

・学校は児童生徒が一日の大半を過ごす学習の場、生活の場であり、併せて町民のス
ポーツ活動や災害時の避難所としての機能も有している。また、地域コミュニティの拠点
としても重要な役割を担っている。今後も引き続き、施設の適正な維持管理に努め、学
校現場の声に寄り添いながら、児童生徒が安心して学習・生活できる環境整備を図って
いく。
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令和６年度　行政評価表
担当課 教育総務課

今年度の
施策達成度

章名 第３章_人を育て_はじける笑顔_輝くまち A
施策が既に完了し た。 見直し や改善を行い最善に近い。 （ 進捗率71～100％）

施策の見直し 、 改善等の検討余地がある 。 （ 進捗率31～70％）

施策を検討し たが効果が上がら ない。 遅れている 。 未実施。 （ 進捗率0～30％）節名 第４節_質の高い学校教育を推進するための環境の充実

施策名 施策３_学習環境の整備・充実

ま
ち
づ

く
り
目
標
値

目指す姿

　学校施設の整備、改修が進み、また、保護者や地域との連携が一層
進み、児童生徒の安心・安全な教育環境となっています。

目標（令和6年度）

57.0%

施
策
の
内
容

行政評価表（事業評価一覧）
合計

142,900 8,61523,566

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

372,173 342,018

42.0%

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

166,937

一般財源

・南中学校の校舎トイレ等の改修工事を行ったことで、学校衛生環境の向上を図ることができ
た。
・小中学校の消防設備の改修及び防犯用具の更新を行ったことで、児童生徒の安心安全が確
保された。
・南小学校の芝生管理において、町・学校・地域ボランティアの協力体制が確立できた。
・小中学校施設の緊急修繕や小針中学校体育館の雨漏り改修工事等を行ったことで、安心安全
な教育環境の提供が図られた。また、施設維持管理では、学校保健安全法、電気事業法、水道
法等で定められている設備点検を確実に行い、適正な施設管理に努めた。

施策を取り巻く
環境の変化につ
いて

・学校施設の老朽化が進み、校舎・体育館はもとより、衛生器具、給排水設備、電気設備等
の修繕に莫大な費用を要する状況にあり、適正に維持管理していくことが困難な状況であ
る。また、ICT教育の整備が充実してきたことで、今後はより本格的な活用が見込まれ、さら
に全国学力・学習状況調査や埼玉県学力・学習状況調査の試験方式がコンピュータ主体と
なるCBT化等に対応した環境整備が必須であり、早急に対応する必要がある。

施策達成度
の理由
（施策に対する
令和６年度の実
績及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・児童生徒が快適に学習に取り組め、また安心して学校生活が送れるよう、施設の充実を図
る必要がある。また近年では、老朽化が進んだ校舎・体育館等の雨漏り修繕、体育館のトイ
レ改修や空調設備の設置を求める声が多くなっている。

・児童生徒が快適な学校生活を送れるよう、学校現場の声に寄り添った対応に努めた。ま
た、不具合箇所や危険箇所の修繕を優先順位を付け対応した。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・町立７小中学校の学校運営事業費はもちろん、老朽化が進んだ施設の維持及び更新にか
かる工事費の確保が最大の課題となっている。また、補助金や交付金の活用等、近年高騰
している物価や燃料費、人件費等も考慮した予算編成や事業計画が必要である。
・学校施設の改修は、学校運営に支障のない夏季休業期間等に実施しているが、規模次第
では授業を行いながら施工する必要もあり、関係機関との調整が非常に重要である。

施
策
実
現
の
た
め
の
課
題

令和5年度実績

● 学校運営の改善をより一層推進するために、学校運営協議会設置を促進する条件整備
を行っていく必要があります。
● 学校における働き方改革をより一層推進するために、保護者や地域の方との連携を
図っていく必要があります。
● 子どもたち自身が身の回りの危険に気づき、適切な対応がとれるよう、引き続き安全教
育に取組むとともに、地域の協力を得つつ、地域ぐるみでの安全対策に取組みます。
● 学校施設の老朽化が進んでおり、改修・修繕には多大な費用がかかるため、計画的に
老朽化対策を進めます。
● 今後必要性が高まるICT教育やプログラミング教育を充実するための体制づくりに努め
ます。
● 学校給食センターの設備について、計画的に更新・修繕を進めていますが、半数以上の
設備が老朽化していることから、引き続き計画的な更新・修繕が必要となっています。また、
設備の更新にあたっては、小学生が減少傾向にあることから、今後の供給量への適切な対
応を検討します。
● 学校給食の地場産物の調達については、年間を通じて安定的な調達が必要であり、J A
やアグリ推進課とさらに連携していく必要があります。

指標名

学校施設の老朽化改修率

今後に向けた
課題・方向性

(3)

令和4年度実績

30.0%28.0%(1) 21.0%

(2)

・安心安全なまちづくりを目指すために、校舎及び体育館の修繕等を適切に進め、長寿
命化を図ることで、将来的な財政負担の軽減にも貢献している。

44.0%

・施設の維持管理においては、危険度や学校運営への影響度等を考慮し、適切な順位
付けのうえ改修を進めていく必要がある。また、喫緊の課題であるＬＥＤ照明化の早期実
施を目指すとともに、屋内運動場空調整備についても引き続き検討を行っていく。
・CBT化への対応や児童生徒がストレスなくICTを利活用することのできる通信環境の確
保や整備等、学校ICT環境の充実に努めていく。また、令和8年度には児童生徒1人1台
端末の更新を控えており、町としてのＩＣＴ教育の方向性や学校現場での活用状況を踏ま
え、機器の仕様等、計画的に取り組んでいく。
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